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はじめに 1

 福島第一廃炉推進カンパニー（以下、廃炉C）の業務は、旧来の運転・保守系
中心の業務から、建設系のプロジェクト的な業務が中心に

 廃炉Cでは、これらプロジェクト強化等の諸課題解決に向け、最適な
仕組みの構築や人財の確保・育成に関する取り組みを推進中

 体制面においても、旧来の発電所の延⾧ではなく、プロジェクト運営に
適したプロジェクト遂行型組織となるよう、抜本的な転換を図る必要

 本日、廃炉Cの組織改編に関し、以下についてご説明させて頂く

本日の
ご説明事項

１．組織改編の概要
２．個別テーマ
１） プロジェクト体制の強化
 PG/PJ※の組織化、プロジェクトマネジメント室の設置

２） 安全・品質面の強化
 廃炉・安全品質室の設置、原子力・立地本部との関係

３） 責任箇所の明確化
 中⾧期的リスクに対する対応組織

３．組織改編によるリスクとその対策
※PG/PJ:プログラム/プロジェクトの略（以下、同じ）

PG:複数のPJを組み合わせた統合的な活動
PJ:特定の成果を生み出すために、時間と資源をかけて行う一連の作業



１．組織改編の概要
組織改編の目的・コンセプト 2

指示

廃炉・汚染水対策に
係る最高責任者

PG/PJに関する監督・支援
⇒予算管理、工程管理、

人財管理 等

廃炉C全体の安全・品質に
関する監督・支援
⇒防災・人災、トラブル対応

設備品質、業務品質 等

 PG/PJの執行
 設備の運用・保守

1F所⾧ 廃炉資材調達ｾﾝﾀｰ⾧廃炉ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ⾧
 資材の調達 広報・視察

報告

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ室⾧
監督・
支援

補佐

廃炉安全・品質室⾧
廃炉・汚染水対策
最高責任者（CDO）

補佐

監督・
支援

 今回の組織改編の目的等については添付１参照
 新組織におけるコンセプトを以下に示す

執行機関

監督機関



１．組織改編の概要
組織改編の目的・コンセプト 3

 プロジェクト遂行型組織における業務サイクルを以下に示す

設計

積算

調達
建設・設置

検査・検収運転・保守

廃炉資材調達C

計画・設計C

中⾧期ロードマップ
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ室

計画

廃炉安全・品質室
（全体のプロセス＆結果を監視）

廃炉ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝC
（組織横断的に活動）

カイゼン室

防災・放射線C
（組織横断的に活動）

建設・運用・保守C

業務統括室
（一般管理業務に従事）

PG/PJ業務の
工程管理

フィードバック
（人工実績・ｶｲｾﾞﾝ箇所）

プログラム部



１．組織改編の概要
各組織の業務分掌 4

プロジェクトマネジメント室

福島第一廃炉推進カンパニー

廃 炉 安 全 ・ 品 質 室

廃 炉 資 材 調 達 ｾ ﾝ ﾀ ｰ

廃 炉 ｺ ﾐ ｭ ﾆ ｹ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｾ ﾝ ﾀ ｰ

業 務 統 括 室

汚 染 水 対 策 P G 部
プール燃料取り出しPG部
燃料デブリ取り出しPG部
廃 棄 物 対 策 P G 部

敷地全般管理・対応PG部

計 画 ・ 設 計 セ ン タ ー

建設・運用・保守センター

防災・放射線センター

戦略立案、ﾘｿｰｽ管理、PG/PJの監督・支援、組織風土 等

廃炉C全体のリスク管理、品質向上、トラブル対応 等

資機材・役務等の調達、コストダウン推進 等

1F廃炉を中心とした広報・広聴、視察対応 等

廃炉Cおよび1Fに係る一般管理業務 等

 PG/PJに係る計画立案、工程・予算等のPJ管理業務（各PG共通）

 PG/PJに係る設計、建設、運用・保守（PGにより）

 PG/PJからの委託に基づく建設業務
既存設備に係る運用・保守業務

防災安全、放射線管理、環境化学管理 等

 PG/PJからの委託に基づく計画・設計業務
既存設備に係る計画・設計業務

福 島 第 一 原 子 力 発 電 所

カ イ ゼ ン 室 カイゼン活動の推進 等



2.１） プロジェクト体制の強化
プログラム／プロジェクトの組織化の狙い 5

 廃炉C設立（2014年）以降、PJの導入により一定の成果をあげてきたもののPJが仮
想的な組織であるがゆえの課題も見えてきた状況

 今回の組織改編によりPG/PJを組織化し、以下を実現
 PGM/PJM※の権限＆責任の明確化
 PJメンバー専任化によるパフォーマンス向上

現 状 今回の変更点 狙い／想定リスク

ポイント
①

PG/PJを束ねる
PGM/PJMの権限が十
分でなく、PG/PJに対
する責任所在が曖昧に

１つのPJに複数の部
⾧・GMが部分的な責
任を有しており、PJ全
体の責任者が不明確

PG/PJを組織化し、
当該組織の⾧である
PGM/PJMに対し
部⾧/GMと同等の
権限を付与

PGM/PJMがPG/PJの
全体俯瞰を行い、ヒト・モノ・
カネを自らの権限でハンドリ
ングすることで、PJマネジメ
ント力を強化

PGM/PJMが有していた部門横
串機能は、今後はPMOが担務

⇒想定リスク:PMOの管理スパ
ンが拡大し、期待した機能を
発揮できない可能性

ポイント
②

一部のメンバーは、PJ
業務とライン業務の双
方に従事

PJ業務／ライン業務
に対するＧＭ・メン
バーの専任化

特定のPJ業務／ライン業務に
従事することで各人のパ
フォーマンスを向上

⇒

※PGM/PJM:プログラムマネージャー/プロジェクトマネージャーの略（以下、同じ）
※PMO:プロジェクトマネジメント室

PJ推進力
の向上



2.１） プロジェクト体制の強化
＜参考＞各プログラム部の詳細 6

※ 各プログラム部以下の各PJGについては、
組織改編時（2020.4）のグループ編成（案）を示しており、
将来、プロジェクトの進行に合わせて変更を行う。



2.１） プロジェクト体制の強化
プロジェクトマネジメント室（PMO）設置の狙い 7

組織 ヒト カネ 工程

廃炉C
本社

廃炉推進室 監督 監督

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ計画部 執行 執行 監督/
執行

福島第一原子力発電所 執行
監督/
執行

監督/
執行

組織 ヒト カネ 工程

廃炉C
本社 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ室 監督 監督 監督

福島第一原子力発電所 執行 執行 執行

 現組織では、ヒト・カネ・工程の監督/執行に関する機能が組織間で分散
し、結果としてその機能（課題の早期把握 等）を十分に発揮できず

 ヒト・カネ・工程に関する組織の役割を再整理＆明確にし、PMO※における
監督機能を強化することで、廃炉C全体のPJマネジメント力を向上

＜現行＞ ＜改編後＞

※PMO:プロジェクトマネジメント室（Project Management Office）の略（以下、同じ）



2.１） プロジェクト体制の強化
PG組織に対するPMOの監督・支援 8

 PMOは、PJ進捗の把握やPJリスクの早期把握等、PG組織に対する監督
を行うとともに、仕組みの構築や各PG/PJに対するリソースの再配分等
の支援を実施

監督

支援

プロジェクト
マネジメント室 PG組織

PG組織に対する支援の内容（例）
 PG/PJの推進に必要な仕組み構築／ツール提供（経営ダッシュボードやPJ管理ツール等）
 PG/PJのニーズに応じたリソースの再配分
 PG/PJ運営に適した人財の育成（PJM向けのPMBOK※研修 等）

PG組織に対する監督の内容（例）
 中⾧期的戦略の立案、各PGに対する具体的ミッションの指示
 ミッション達成に必要なリソースの配分
 各PGの進捗状況をモニタリングし、状況に応じ是正を指示

※PMBOK:国際標準のプロジェクトマネジメント知識体系



2.２）安全・品質面の強化
廃炉安全・品質室の機能 9

福島第一廃炉推進C 福島第一廃炉推進C

安 全 ・ リ ス ク 管 理 G

品 質 向 上 G

基 盤 整 備 G技 術 G

安 全 管 理 G

技 術 ・ 品 質 安 全 部

廃 炉 安 全 ・ 品 質 室

福島第一原子力発電所

現行組織 改編案

 保安管理、リスク管理、重要度分類 等

実線:主たる機能移管先
点線:部分的な機能移管先

＜凡例＞

改 善 推 進 G

品 質 保 証 G

安 全 ・ 解 析 G

運 転 ・ 保 安 G

プロジェクト計画部

 不適合、トラブル対応、総点検の進捗管理
 設計管理プロセス改善、品質強化プログラム

の進捗管理 等
 品質保証・品質管理のための基盤整備
 新検査制度への対応 等

＜ポイント＞
 廃炉C全体の安全・品質を強化するため、本社・発電所の枠を外して

CDO直下に廃炉安全・品質室として設置
 安全・品質の強化のための計画や施策立案、監視を主な業務とし、

１F所⾧はその業務執行における安全・品質の施策実現の責任を負う

原 子 力 運 営 管 理 部

原子力安全・統括部

原 子 力 ・ 立 地 本 部

原 子 力 運 営 管 理 部

原子力安全・統括部

原 子 力 ・ 立 地 本 部

引き続き原子力・立地本部と共同運用



2.２）安全・品質面の強化
廃炉安全・品質室の設置の狙い 10

現状課題 今回の変更点 狙い／想定リスク

ポイント
①

廃炉C全体に対する安
全・品質上のガバナン
スが十分機能していな
い（経営目線での機能
が不十分）

1F組織→本社組織
（CDO直下の組織）に
見直し

CDOを補佐する安全・
品質担当バイスプレジ
デントの設置（※実施済）

廃炉C全体（調達活動や広報
活動も含め）の安全・品質面
の向上

安全・品質に関する情報に
ついて廃炉安全・品質室で
一元管理し、CDOへ報告

⇒想定リスク:1F内で安全・
品質を司る組織がなく、1F
所⾧が十分なガバナンスを
発揮できない可能性

ポイント
②

安全・品質に関し、1F
への牽制機能が不十分

安全・品質に関して1F
所⾧と対等な立場で意
見できる組織・職位を
設置

安全・品質上の懸念点に対
し、第三者的な視点で1Fを
監督・支援

 １Ｆの中にあった安全・品質に関する組織を再編し、これをCDO直下に
設置することで以下を実現
 廃炉Ｃ全体の安全・品質面のガバナンス強化（CDOの直接の関与）
 １Ｆに対する牽制機能の強化（監督機関と執行機関の分離）



2.２）安全・品質面の強化
安全・品質に関する原子力・立地本部との関係 11

 安全･品質に関し、原子力･立地本部はこれまで同様に発電部門と
廃炉部門の双方を管理し、全社方針立案や社⾧へのレポートを実施

 一方、廃炉Ｃ内のガバナンスやサポートに関する機能（CDOへの報告、
1Fに対する監督･支援）は、本部と連携しつつ廃炉安全･品質室が実施

原子力・
立地本部

廃炉・汚染水対策
最高責任者

廃炉安全･
品質室

社⾧

全社方針立案

２Ｆ/ＫＫ

１Ｆ

連携･指示

報告･指示

報告･指示

指示･支援･監督

指示･支援･監督

全社方針を踏まえた廃炉Ｃへの施策の具体化

原子力・立地
本部⾧

報告･指示

連携
報告･指示 指示･支援･監督

報告･指示
報告･指示



2.３）責任箇所の明確化
中⾧期的リスクに対する対応組織 12

 組織改編後の中⾧期的リスクに対する対応組織について、添付２にて説明
 今回の組織改編による業務運営上の改善点について、次スライドにて

具体例を用いて説明



2.３）責任箇所の明確化
具体例:３号燃料取扱機（ＦＨＭ）トラブル 13

 2014年にプール燃料取出しPJを発足。個々の分野の責任者は存在したものの、
PJ全体の責任者が曖昧となり、全体を通した工程・リスク管理が不十分に

2013 14 15 16 17 18 19

発注 メーカー国内工場
納入～仮組立～操作訓練

遮へい体,ドーム屋根設置
電気計装工事

1F搬入

GATE1 GATE2 GATE3 GATE4 GATE5 GATE6 GATE7 GATE8
・ミッション策定
・要求、目的
・体制、期間

・PG実行計画書
・リスク管理表

戦略・方針

・技術検討書
・取得戦略書
・調達計画書
・リスク管理表

・発注内容
・リスク管理表

・技術検討書
・リスク管理表

・完成検査
・成果評価結

・運転データ
・点検
・リスク管理表

 PG/PJを組織化し、個々のPG/PJに対する権限及び責任を有する者を明確化。
PJ実行計画書に基づき、各PG/PJに必要な要員を見極め、各所にアサイン

 仕組みとして新たにステージゲートを導入し、PGMが全体工程やリスクの予見・
発現を管理。PMO、廃炉安全・品質室は各ゲートでGo/No Goの判断に関与

従

来

組
織
改
編
後

がれき撤去、除染

ﾄﾗﾌﾞﾙ多発
工期遅延FHM

海外製作 設置

プロジェクト計画部

電気・通信基盤部

機械設備部（当時）
建設部

ミッション策定 PJ組成 概念検討,基本設計 契約,発注 詳細設計,製造,施工 試運転,完成 運転,保守

・PJ実行計画書
・リスク管理表

（空白期間）

＜問題点＞電気品に対する曖昧な仕様、
不明瞭な要求事項

＜背 景＞機械部門中心で、電気部門の要員が
十分にアサインされず（縦割り組織）

＜問題点＞全体最適の工程になって
いない

＜背 景＞PJに関する全体工程の管
理が不十分

＜問題点＞予備品、図面類の不十分な配備
＜背 景＞リスクの予見に関する仕組み・組織が不十分

現地試験



３．組織改編によるリスクとその対策 14

 組織改編を起因とした対応漏れや遅延を評価。対策も検討済み（一部実施済み）

リスク 対 策

業務の移管漏れや引継不足が生じる可能性  早期発令による十分な引継期間の確保
 業務引継に係るルール徹底（業務分掌の新旧表整備等）

業務量と人財配置数のミスマッチが生じる
可能性

 業務量の事前分析による最適配置
(人財カルテと求人票※の活用等）

 PG/PJ組織とセンターとの業務連携が
スムーズに行われない可能性

 改編後の業務連携に関するルール・手続きの整備
 関係者への事前の周知徹底

 PMOや廃炉安全・品質室の管理スパンが拡大
し、期待した機能を十分に発揮できない可
能性

 高い専門性を有する補佐職位を設置
 情報を適切に把握するツールの整備

 1F内で安全・品質を司る組織がなく、1F所⾧
が十分なガバナンスを発揮できず、1Fの安
全・品質が低下する

 廃炉安全・品質室が1F所⾧をサポート

 組織改編後も、PMOが各組織の業務執行状況をモニタリングし、
状況に応じた措置（リソース再配分、ルール見直し等）を随時講じていく。

※人財カルテ:社員が保有する経験や技術力を把握するツール
求人票:廃炉をやり遂げるための必要人員数や人財要件を確認するもの



（1F:1室＋15部で構成）

カ イ ゼ ン 室
廃 炉 管 理 部
総 務 部
技 術 ・ 品 質 安 全 部
防 災 安 全 部
放 射 線 防 護 部
環 境 化 学 部
1 ~ 4 号 設 備 運 転 管 理 部
燃 料 対 策 ・ 冷 却 設 備 部
電 気 ・ 通 信 基 盤 部
5 ・ 6号/共通設備運転管理部
5 ・ 6 号 / 共 通 設 備 保 全 部
水 処 理 運 転 管 理 部
水 処 理 設 備 部
土 木 部
建 築 部

プ ロ ジ ェ ク ト マ ネ ジ メ ン ト 室

福島第一廃炉推進C

廃 炉 資 材 調 達 セ ン タ ー

廃炉コミュニケーションセンター

業 務 統 括 室

汚 染 水 対 策 P G 部

 メンバーはライン組織とPG組織の
双方を従事

 二重のレポートライン

ライン組織
 組織が細分化し、多数の部/室が存在
 膨大なコミュニケーションパスによる
情報共有の難しさ（エアポケット）

プール燃料取り出し P G部

廃 棄 物 対 策 P G 部

敷 地 全般管 理 ・対応 P G 部

 ヒト・カネ・工程の監督／執行機能が
分散

 廃炉安全・品質室をCDO直下に設置
 ガバナンス機能の強化（牽制機能の強化）
 1Fのトラブルのみならず、本社側で生じた
トラブルについても統括

汚
染
水
対
策
Ｐ
Ｇ

プ
ー
ル
燃
料
取
出
Ｐ
Ｇ

燃
料
デ
ブ
リ
取
出
Ｐ
Ｇ

廃
棄
物
対
策
Ｐ
Ｇ

敷
地
・労
働
環
境
改
善
Ｐ
Ｇ

５
／
６
号
機
対
応
Ｐ
Ｇ

プログラム組織
 組織化することにより、PGの責任
と権限を明確化

 部内レポートラインのシンプル化

現行組織 改編案

 PMO設置によりPG/PJの監督・支援機能強化
 PMOにてヒト・モノ・カネを三位一体で管理

プログラム組織
 プログラムは仮想的組織
 組織⾧（PGM）は工程・予算に関する
権限を持たず、プログラム遂行に対す
る責任所在が曖昧

福島第一廃炉推進C

廃炉コミュニケーションセンター

廃 炉 資 材 調 達 セ ン タ ー

廃 炉 工 事 設 計 セ ン タ ー

プ ロ ジ ェ ク ト 計 画 部

組織改編
の目的

福島第一廃炉推進カンパニーの組織改編について

:課題

ｼﾝﾌﾟﾙ＆
明確化

組織の
大括化

 監督機関（PMO、安品室）と執行機関（1F）で組織を整理
 PG/PJの組織化により、PG/PJの責任・権限を明確化

＆レポートラインをシンプル化

 1F内組織を16部・室 → 2室+5PG＋3センターの10組織
に再整理し、コミュニケーションパスを適正化

改編の主な
ポイント

:改編のポイント

 ライン組織とPGの兼務解消

燃料デブリ取り出し P G部

福 島 第 一 原 子 力 発 電 所

廃 炉 推 進 室

廃 炉 安 全 ・ 品 質 室

建設・運用・保守センター

計 画 ・ 設 計 セ ン タ ー

運 用 部
機 械 部

放 射 線 ・ 環 境 部

防 災 安 全 部

ライン組織
 組織を大括り化することにより
管理スパン＆コミュニケーション
パスを適正化電 気 ・ 計 装 部

土 木 部

建 築 部

防 災 ・ 放 射 線 セ ン タ ー

カ イ ゼ ン 室

福 島 第 一 原 子 力 発 電 所

添付１

安全・品質に関して
 １F内組織のため、１Fへの牽制機能が
不十分

 経営目線での機能が不十分

（1F:2室＋５PG部＋3センターで構成）

廃炉Cにおける諸課題、特にＰＪマネジメント機能や
安全・品質面の強化を実現するため、最適な組織へと
見直すこと

90名
70名,20名

50名
0名,50名

40名
40名,0名

50名
10名,40名

90名
0名,90名

290名
40名,250名

750名
10名,740名

50名
50名, 0名
40名
40名,0名
50名
10名,40名

190名
190名, 0名

70名
0名,70名

960名
0名,960名

【凡例解説】

※ 当該組織の構成人数および勤務地を示しています
が、数値はあくまでも概算です。また、今後の検
討によって、数値を見直す可能性があります。

計〇〇名
東京勤務△名,福島勤務□名

本社計
400名
290名,110名

１F計
960名
0名,960名

総数
1,360名
290名,1070名

本社計
230名
120名,110名

１F計
1,130名
50名,1080名

総数
1,360名
170名,1190名



【継続的に実施すべき目標】
〇敷地境界での１mSv/年未満の維持
〇労働環境改善の継続
〇高線量下での被ばく低減対策

プール燃料取り出しPG部

目
的

液体放射性廃棄物が溜まっている
ことにより生ずる漏えいリスクの低減

使用済燃料プールにおいて
顕在化するリスクの除去

廃炉作業の
着実な進捗

【地下水建屋内流入】
〇サブドレン

くみ上げ能力向上
〇サブドレン

処理能力向上
（2019.1）

液体放射性廃棄物
廃炉・

施設内調査※２
分
野

【廃炉作業に係る調
査】

●格納容器内及び
圧力容器内の
直接的な
状況把握

●原子炉建屋
内等の汚染
状況把握

（核種分析等）
●原子炉冷却後の

冷却水の性状
把握

（核種分析等）
●原子炉建屋内等

での汚染水の
流れ等の
状況把握

使用済燃料プール

【廃炉作業に係る調
査】

●格納容器内の堆
積物のサンプリン
グ着手

2018

廃炉作業の進捗に伴い発生する
固体放射性廃棄物の飛散・漏えい

リスクの抑制

固体放射性廃棄物

○ALPSスラリー
（HIC）安定化処理
設備の設置

○大型保管庫の
設置

○固体廃棄物
貯蔵庫第9棟
の設置
（2018.2）

東京電力福島第一原子力発電所の中期的リスクの低減目標マップ（2019年3月版）

●放射性物質分析
施設（第1棟）の
設置

○汚染土一時保管
施設の設置

【3号機ＳＦＰ】
○建屋カバー及び使

用済燃料等の取り
出し設備の設置
（2018.2）

○フランジ型タンク
の汚染水
（未処理水※１ ）の
処理（2018.11）

環境線量低減、廃炉作業に伴い発生する
放射性ダストの飛散抑制

環境への負荷低減

汚染水や使用済燃料を内在する
建屋等において顕在化するリスクの除去

○メガフロートの対策

地震・津波

【建屋内の滞留水】
〇放射性物質の量を

半減以下まで
処理（2019.1）

【2011年津波（最大
15.5m）を踏まえた
滞留水流出】

〇開口部の閉塞
（プロセス主建屋）
（2018.9）

2020

○大型機器除染
設備の設置
（2018.5）

【雨水建屋内流入】
〇6ｍ盤法面、 8.5ｍ

盤の フェーシング
等

【雨水建屋内流入】
〇3号機タービン

建屋への流入
抑制

【3号機ＳＦＰ】
◎使用済燃料等の

取り出し

【貯蔵液体放射性
廃棄物】

●多核種除去設備
処理水の規制
基準を満足する
形での海洋放出
等

【建屋内の滞留水】
◎1～3号機原子炉

建屋を除く滞留水
の処理

◎1, 2号機排気筒の
上部解体

◎除染装置スラッジ
の移送

2019

2021

（年度）

〇構内溜まり水等の
除去

〇地下貯水槽の
撤去

○増設焼却設備の
設置

（伐採木・瓦礫類中
の可燃物等）

【排水路の水の放射
性物質】

〇放射性物質の濃
度低下

○2.5ｍ盤の環境
改善

○建屋周辺ガレキの
撤去

【雨水建屋内流入】
〇建屋回りのフェー

シング等

※１ 未処理水：多核種除去設備（ALPS）での浄化処理前に、セシウムおよびストロ
ンチウムの濃度を一定程度先行して低減した水。

※２ 廃炉・施設内調査の目標については、実施時期によらず記載。
（注）主要な目標を記載したものであって、全ての目標を記載したものではない。

目標の時間軸上の位置は、概ね完了時期としている。

【建屋内の滞留水】
◎ 1～3号機原子炉

建屋内の滞留水
の全量処理

◎サプレッションチェ
ンバの水位の低
下

【凡例】

主なリスク： ◎

主なリスクに準じるもの： 〇

廃炉作業上重要なもの： ●

完了したもの：

実施時期が決まっているもの：

計画から遅れているもの：

実施時期が未確定のもの：

実施するか否かも含め検討が必要なもの：

○除染装置スラッジ
安定化処理設備
の設置

○建屋構造物の
劣化対策

【1号機ＳＦＰ】
◎使用済燃料等の

取り出し

【2号機ＳＦＰ】
◎使用済燃料等の

取り出し

○使用済制御棒等
の取り出し

●放射性物質分析
施設（第2棟）の
設置

○減容処理設備の
設置

（金属・コンクリー
ト）

【雨水建屋内流入】
〇1,2号機廃棄物

処理建屋への
流入抑制

２ ０ １ ９ 年 ３ 月 ６ 日
原 子 力 規 制 委 員 会

【ダスト飛散】
〇1号機オペレー
ティングフロア
ガレキ撤去時の
ダスト飛散対策の
実施・監視

〇開口部の閉塞
（3号機タービン建
屋）

○構内設備等の長
期保守管理計画の
策定

【排水路の水の放射
性物質】

〇タービン建屋雨ど
いへの浄化材設置

2022
以降

【2011年津波（最大
15.5m）を踏まえた
滞留水流出】

〇開口部の閉塞等
（4号機原子炉建
屋、タービン建屋、
1～4号機廃棄物
処理建屋等）

【雨水建屋内流入】
〇 2.5ｍ盤の フェー

シング等（2018.9）

【建屋内の滞留水】
◎ 1～3号機原子炉

建屋内の滞留水
の量を半減以下
まで処理

【2011年津波（最大
15.5m）を踏まえた
滞留水流出】

〇開口部の閉塞等
（1～3号機原子炉
建屋扉）

【建屋内の滞留水】
◎1号機廃棄物処理

建屋の残水処理
◎4号機建屋内の滞

留水の優先処理

【2011年津波（最大
15.5m）を踏まえた
滞留水流出】

〇開口部の閉塞等
（2～3号機原子炉
建屋外部ハッチ）

【1号機ＳＦＰ】
〇ウェルプラグの処

置

【建屋内の滞留水】
〇3号機原子炉建屋

内の滞留水の処
理方針決定

【1号機ＳＦＰ】
〇使用済燃料等の

取り出し方針決定

【2号機ＳＦＰ】
〇使用済燃料等の

取り出し方針決定

○固体廃棄物
貯蔵庫第10棟
の設置

●放射性物質の分析体制の強化、能力の
向上方策の検討

○千島海溝津波防潮
堤の設置

汚染水対策PG部

プール燃料取り出しPG部

燃料デブリ
取り出しPG部

廃棄物対策PG部

汚染水対策PG部

汚染水対策PG部

燃料デブリ
取り出しPG部

敷地全般管理
・対応PG部

廃炉安全・品質室

原子力規制委員会資料
(2019年3月6日決定)に加筆

燃料デブリ取り出しPG部
※原子炉建屋以外の各建屋/構造物の
対応箇所は未定

添付２



プログラム部とセンターの連携

Ｐ
Ｇ
／
Ｐ
Ｊ

セ
ン
タ
ー

計画 設計 工事

①PG完結型

Ｐ
Ｇ
／
Ｐ
Ｊ

セ
ン
タ
ー

計画 設計 工事

運転

PJメンバー PJメンバー PJメンバー

ラインメンバー

②PG・センター連携型

PJマネジメント
（工程管理、予算管理、リスク管理）

PJM

Ｐ
Ｍ
Ｏ

Ｐ
Ｍ
Ｏ

PG/PJの支援・監督

設計～工事（基本設計～工事監理）フェーズの業務について、
① 不確定要素が多く、特殊性の高いPG部は、基本的には部内にて対応

・・・「プール燃料取り出しPG部」「燃料デブリ取り出しPG部」
② 他PG部と類似性があり、比較的小規模なPJで構成されるPG部は、センター側に依頼可

・・・「汚染水対策PG部」「廃棄物対策PG部」「敷地全般管理・対応PG部」

PG/PJの支援・監督

PJマネジメント
（工程管理、予算管理、リスク管理）

PJM

設計 工事 運転
ラインメンバー ラインメンバー ラインメンバー

委託 成果 委託 成果

GM

【建設・運用・保守C】 【計画・設計C】 【建設・運用・保守C】

PJメンバー

GM GMGM

添付３



第５条の見直しにあたっての考え方

＜大分類＞
以下の３分類から選択
①1～4号炉に係る安全確保設備等
②5号炉及び6号炉に係る原子炉施設
③その他安全確保設備等

＜中分類＞
Gr間で職務内容が重複してし
まう場合は、実施計画第Ⅱ章
の題目レベルで分類
 原子炉圧力容器・格納容器
注水設備

 原子炉格納容器内窒素封入
設備

 使用済燃料プール設備
・・・

＜小分類＞
必要により、中分類に応じて
さらに設備名を細分化
 ○○ポンプ
 ××タンク

・・・

○○グループは、××設備について、△△に関する業務を行う

「組織名 × 対象設備 × 業務内容」で構成

対象設備の記載ルール

＜分類＞以下から選択
 プロジェクトの計画及び管理に関する業務
 設計に関する業務
 建設・設置に関する業務
 運転管理に関する業務

業務内容の記載ルール

 保守管理に関する業務
 燃料管理に関する業務
 放射性廃棄物管理に関する業務
 放射線管理に関する業務

※ただし、これらの分類では職務が表しきれないグループについては
従来の記載等をベースに最適な文言となるよう適宜見直し

添付４



第５条の見直しにあたっての考え方

＜業務内容の言葉の定義＞

プロジェクトの計画及び管理に関する業務:プロジェクト実行計画書の制改訂、及び
プロジェクトに関する工程管理、予算管理、リスク管理等の業務を言う

設計に関する業務:技術検討書、仕様書の作成等の業務を言う

建設・設置に関する業務:安全事前評価の実施、作業管理等の業務を言う

運転管理に関する業務:巡視点検・監視等、「第4章 運転管理」に関する業務を言う

保守管理に関する業務:点検・補修等、「第8章 保守管理」に関する業務を言う

燃料管理に関する業務:燃料の貯蔵・運搬等、「第5章 燃料管理」に関する業務を言う

放射性廃棄物管理に関する業務:放射性固体廃棄物の管理等、「第6章 放射性廃棄物
管理」に関する業務を言う

放射線管理に関する業務:放射線計測器類の管理等、「第7章 放射線管理」に関する
業務を言う



第５条の見直し内容（プログラム組織の例）

業務内容対象設備

業務内容対象設備

対象設備 業務内容



第５条の見直し内容（センター組織の例）

業務内容対象設備

業務内容対象設備

業務内容


